
(12) 特許協力条約に基づいて公開された国際出願
77
21

(10) 国際公開番号
(43) 国際公開曰

2013 年 7 月 4 日（04.07.2013) WO 2013/100157 A1
W 画P O P C T

(51) 国際特許分類： 1618525 東京都新宿 区中落合 2 丁 目 7 番 5 号
G11B 5/84 (2006.01) G11B 5/73 (2006.01) H O Y A 株式会社内 Tokyo (JP).

(21) 国際出願番号： PCT/JP20 12/084244 (74) 代理人：グローバル アイピー東京特許業務法
人(GLOBAL I P TOKYO); 〒1600023 東牙、者新佰区

(22) 国際出願曰： 2012 年 12 月 29 日（29. 12.2012) 西新宿 8 丁目 3 番 3 0 号 力一メル I I Tokyo
(25) 国際出願の言語： 日本語 (JP)-

(26) 国際公開の言語： 日本語 (81) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の国内保
護が可肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,

(30) 優先権データ： BB, BG, BH, BN, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN,特願 201 1-290438 201 1年 12 月 29 曰（29. 12.201 1) JP CO, CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES,

(71) 出願人 （米国を除く全ての指定国について）：H O FI, GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN,

Y A 株式会社（HOYA CORPORATION) [JP/JP]; 〒 IS, JP, KE, KG, KM, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR,

1618525 東京都新宿 区中落合 2 丁 目 7 番 5 号 LS, LT, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX,
MY, MZ, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PA, PE, PG, PH,Tokyo (JP).
PL, PT, QA, RO, RS, RU, RW, SC, SD, SE, SG, SK, SL,

発明者；および SM, ST, SV, SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA, UG,
出願人 （米国についてのみ)：岩田 勝行 (IWATA, US, UZ, VC, VN, ZA, ZM, ZW.
Katsuyuki) [JP/JP]; 〒1618525 東¾都新宿区中落合
2 丁 目 7 番 5 号 H O Y A 株式会社 内 (84)T ok

指定国 （表示のない限 り、全ての種類の広域保
護が可肯巨）：ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,(JP). 飯 泉 ¾ 介 （IIIZUMI, Kyosuke) [JP/JP]; 〒

続葉有]

(54) Title: METHOD FOR PRODUCING GLASS SUBSTRATE FOR MAGNETIC DISKS

(54) 発明の名称 ：磁気ディスク用ガラス基板の製造方法

(57) ADStract: This method for producing a glass substrate ior magnenc disks comprises: a step
C wherein a plate glass blank i s held on a carrier and the main surface of the plate glass blank i s

polished by a polishing machine using abrasive grains having a Mohs hardness (old Mohs hard
ness) of 8 or more as ：free abrasive grains; and a step wherein an adhesion prevention layer for
preventing the ：free abrasive grains ：from adhering to a lateral wall surface that i s positioned in
an outer peripheral portion of the plate glass blank, said outer peripheral portion being in con

I tact with the carrier, i s formed before polishing the main surface. A magnetic disk which uses a
glass substrate for magnetic disks produced by this methoa i s not susceptible to problems such
as head crash and thermal asperity.

I (57) 要約： 磁気ディスク用ガラス基板の製造方法は、ガラス素板をキャリア
に保持 し、モース硬度 （旧モース硬度）で 8 以上の砥粒を遊離砥粒として用
いて研磨装置で前記ガラス素板の主表面の研磨を行う工程と、前記主表面の
研磨を行 う前に、前記ガラス素板の前記キャリアと接触する外周端部に位置
する側壁面に前記遊離砥粒が付着することを防止する付着防止層を形成する
工程と、を含む。この方法で製造される磁気ディスク用ガラス基板を用いた
磁気ディスクは、へッ ドクラッシュ障害ゃサ一マルアスペリティ障害等の不
具合を起こし難い。



MZ, NA, RW, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ユーラ OAPI (BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, ML,
シァ （AM, AZ, BY, KG, KZ, RU, TJ, TM), ョ一ロッ MR, NE, SN, TD, TG).
/ く(AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE, ES, FI, 添付公開書類：FR, GB, GR, HR, HU, IE, IS, ΓΓ , LT, LU, LV, MC, MK,
MT, NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR), 一 国際調査報告 （条約第 2 1条(3))



明 細 書

発明の名称 ：磁気ディスク用ガラス基板の製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、磁気ディスク用ガラス基板の製造方法に関する。

背景技術

[0002] 今日、パーソナルコンピュータ、ノ一 卜型パーソナルコンピュータ、ある

いは D V D (D i g i t a l Versat i Le Di sc) 記録装置等には、データ記録のため

にハー ドディスク装置が内蔵されている。このハー ドディスク装置では、ガ

ラス基板に磁性層が設けられた磁気ディスクが用いられ、磁気ディスクの面

上を僅かに浮上させた磁気へッ ド （D F H (Dynam i c F Ly i ng He i ght) へッ ド）

で磁性層に磁気記録情報が記録され、あるいは読み取 られる。この磁気ディ

スクの基板には、ガラス基板が他の金属基板等に比べて塑性変形をしにくい

性質を持つことから、ガラス基板が好適に用いられる。

[0003] また、ハー ドディスク装置における記憶容量の増大の要請を受けて、磁気

ディスクには磁気記録の高密度化が図られている。例えば、磁性層における

磁化方向を基板の面に対 して垂直方向にする垂直磁気記録方式を用いて、磁

気記録情報エ リアの微細化が行われている。これにより、 1枚のディスク基

板における記憶容量を増大させることができる。 しかも、記憶容量の一層の

増大化のために、磁気へッ ドの磁気記録面からの浮上距離を極めて短 くして

磁気記録情報エ リァを微細化することも行われている。このような磁気ディ

スクの基板においては、磁性層の磁化方向が基板面に対 して略垂直方向に向

くように、磁性層が平滑に形成される。このために、ガラス基板の表面粗さ

は可能な限り小さく作製されている。

また、磁気へッ ドの浮上距離が短いことによりへッ ドクラッシュ障害ゃサ

—マルアスペ リティ障害等の不具合を引き起こし易い。これらの不具合は磁

気ディスクの主表面上の局部的な微小な凹凸の他に微細なパーティクル等の

欠陥によっても発生するため、磁気ディスクの主表面の他に磁気ディスクの



内周及び外周に沿 った端面にある欠陥も可能な限 り小さ く作製 されている。

[0004] 磁気デ ィスク用ガラス基板 を作製する工程 には、 プレス成形後 に平板状 と

なつた板状 ガラス素板の主表面に対 して固定砥粒 による研削を行 う研削工程

と、 この研削工程 によって主表面に残留 したキズ、歪みの除去を目的と して

主表面の研磨工程が含 まれる。

従来、上記主表面の研磨工程 においては、研磨剤 と して酸化セ リウム （二

酸化セ リゥ厶）砥粒 を用いる磁気デ ィスク用ガラス基板の製造方法が知 られ

ている （特許文献 1 ) 。

当該方法では、研削工程後、 ガラス素板の端面研磨、酸化セ リウムを遊離

砥粒 と して用いた主表面の研磨 （第 1 研磨）が行われ、 この後、 ガラス素板

に化学強化が行われる。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 8 _ 2 5 4 1 6 6 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] 一方、希少金属で比較的入手困難な酸化セ リゥ厶の研磨剤の代替 と して、

比較的入手が容易で、 ガラス製品において研磨剤 と して従来か ら知 られてい

るジル コニァ （二酸化ジル コニウム）を用いることが考 え られる。

しか し、上記ジル コニァをガラス素板の遊離砥粒の研磨剤 と して用いて作

製 したガラス基板 に磁気層を成膜 して磁気デ ィスクを作製 した場合、セ リウ

厶、あるいはシ リカを研磨剤 と して用いて作製 したガラス基板 に比べて、磁

気へ ッ ドを用いた長時間の L U L 試験 において、へ ッ ドクラッシュ障害ゃサ

—マルアスペ リテ ィ障害等の不具合を起 こすことが相対的に多 くなることが

わかった。すなわち、上記不具合の問題は、 D F H ヘ ッ ドによって磁気へ ッ

ドの浮上距離が極めて短 くな り、 ガラス基板 に対 して主表面の高い表面精度

が求め られる状況下、酸化セ リウムやシ リカでは生 じず、ジル コニァを用い



ることによりはじめて生 じた。また、酸化セリウムやシリカを研磨剤として

用いたとき、ガラス基板に固着 した酸化セリゥ厶ゃシリカの微粒子の問題が

生 じたとしても、酸化セリウムやシリカの微粒子を洗浄する方法があり、対

応可能であった。

[0007] そこで、本発明は、遊離砥粒の研磨剤を用いて研磨を行って磁気ディスク

用ガラス基板を製造するとき、へッドクラッシュ障害ゃサ一マルアスペ リテ

ィ障害等の不具合を起こし難い磁気デイスク用ガラス基板を製造することが

できる磁気ディスク用ガラス基板の製造方法を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0008] 本願発明者 らは、酸化セリウム砥粒ゃシリカ砥粒では生 じず、ジルコニァ

砥粒で生 じた上記不具合の問題について検討を行った。すなわち、ジルコ二

ァ砥粒を遊離砥粒の研磨剤として用いて研磨を行って製造された磁気ディス

ク用ガラス基板が、へッドクラッシュ障害ゃサ一マルアスペ リティ障害等の

不具合を起こす原因を究明するために鋭意検討 した。その結果、ガラス基板

の主表面には、鏡面仕上げの研磨後、主表面が十分に洗浄されて粒子等が取

り除かれても、磁性層の成膜時、主表面にジルコニァ粒子が固着 している場

合があることがわかった。この場合、ジルコニァ粒子の上方に磁性層が積層

されて磁性層の表面に微小凹凸が形成される。そして、この微小凹凸がへッ

ドクラッシュ障害ゃサ一マルアスペ リティ障害等の不具合の原因となる。さ

らに、ガラス基板の主表面に固着 したジルコニァ粒子は、研磨に用いたジル

コニァ砥粒の一部分であって、ガラス基板の製造途中のガラス素板の外周端

部に位置する側壁面に固着 したものであることもわかった。特に、ジルコ二

ァは、セリウムやシリカに比べてモース硬度が高いことから、ガラス基板の

側壁面の微小なクラックゃ凹部にジルコニァが突き刺さり側壁面に固着 し易

いことがわかった。

そこで、本願発明者 らは、下記記載の態様の発明を想到するに至った。

[0009] 本発明の一態様は、磁気ディスク用ガラス基板の製造方法である。当該製

造方法は、



ガラス素板をキャリアに保持 し、モース硬度 （旧モース硬度）で 8 以上の

砥粒を遊離砥粒として用いて研磨装置で前記ガラス素板の主表面の研磨を行

う工程と、

前記主表面の研磨を行う前に、前記ガラス素板であって、前記キャリアと

接触する外周端部に位置する側壁面に前記遊離砥粒が固着することを防止す

る固着防止層を備えたガラス素板を準備する工程と、を含む。

前記固着防止層は、前記主表面の研磨後、研磨により除去することもでき

る。

[001 0] また、本発明の他の一態様も、磁気ディスク用ガラス基板の製造方法であ

る。当該製造方法は、少なくとも、ガラス素板の外周端部に位置する側壁面

に対 して化学強化を行う工程と、前記化学強化を行った前記ガラス素板をキ

ャリァに保持 し、ジルコ二ァ砥粒を遊離砥粒として用いて研磨装置で前記ガ

ラス素板の主表面の研磨を行う工程と、を含む。

[001 1] ここで、前記ガラス素板は、ディスク形状であり、前記研磨を行うとき、

前記ガラス素板を前記キヤリァの保持孔で保持 した状態で、前記ガラス素板

の一対の主表面を研磨パッ ドで挟み、前記ガラス素板と前記研磨パッ ドとの

間に前記ジルコ二ァ砥粒を含む研磨液を供給 して、前記研磨パッ ドと前記ガ

ラス素板を相対的に移動させることにより、前記ガラス素板の前記主表面を

研磨 し、 前記化学強化により、前記ガラス素板の前記側壁面に圧縮応力層

を形成する、ことが好ましい。

[001 2] 前記化学強化後の前記ガラス素板の破壊靱性値 K ，cが、 ビッカース硬度計

による計測で 0 . 7 [ M P a / m 以上となるように化学強化の処理条件が

調整される、ことが好ましい。

[001 3] また、前記ガラス素板の主表面の研磨を行う前の前記ガラス素板の前記側

壁面の算術平均粗さ R a は 1 m以下である、ことが好ましい。

[0014] 前記ガラス素板の主表面の研磨を行う前の前記ガラス素板の前記側壁面に

端面研磨が行われることで、前記側壁面の算術平均粗さ R a を 1 m以下と

する、ことが好ましい。



[001 5] 前 記 ジル コニァ砥粒 の平均粒子径 は、 0 . 1 ~ 2 m であ る、 ことが好 ま

しい。

[001 6] また、前記 キャ リアの前記 ガラス素板 を保持する保持孔 と前記 ガラス素板

との間には、 2 . 1 m m以下の最大隙間を有 する、 ことが好 ま しい。

[001 7] 前 記化学強化 は、前記 ガラス素板 の前記側壁面 および一対の主表面 を含む

全面 に対 して強化 を行 うものであ り、 さ らに、前記 ガラス素板 を化学強化す

る工程後、前記 ガラス素板 の主表面の研磨 を行 う工程前 に、前記化学強化 に

よ り前記 ガラス素板 の前記主表面 に形成 された圧縮層の研削 を行 う工程 を有

する、 ことが好 ま しい。

[001 8] また、前記 キヤ リァにおける前記 ガラス素板 と接触 する部分の算術平均粗

さ R a が 5 m以下である、 ことが好 ま しい。

発明の効果

[001 9] 上述 の磁 気デ ィスク用 ガラス基板 の製造方法 によれば、遊離砥粒 の研磨剤

を用いて研磨 を行 って磁 気デ ィスク用 ガラス基板 を製造するとき、へ ッ ドク

ラ ッシュ障害ゃサ一マル アスぺ リテ ィ障害等の不具合が起 き難 い磁 気デ ィス

ク用 ガラス基板 を作製 することがで きる。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図 1] ( a ) ~ ( c ) は、本発明の磁 気デ ィスク用 ガラス基板 を用いて作製 され

る磁 気デ ィスクを説明する図である。

[ 図2] 本実施形態のガラス基板 の製造方法の フローの一例 を示す図である。

[ 図3] ( a ) は、本実施形態の第 1 研磨工程 で使用 され る研磨装置の概 略断面

図であ り、 （b ) は、 （a ) 中の X — X 線 に沿 ったキャ リアの断面図である

発明を実施するための形態

[0021 ] 以 下、本発明の磁 気デ ィスク用 ガラス基板 の製造方法 について詳細 に説明

する。

図 1 ( a ) ~ ( c ) は、本実施形態の磁 気デ ィスク用 ガラス基板 （以降、単

にガラス基板 とい う） を用いて作製 され る磁 気デ ィスクを説明する図である



本発明の磁気デ ィスク用ガラス基板の製造方法は、 ガラス素板 をキヤ リァ

に保持 し、 モ ー ス硬度 （旧モ ー ス硬度）で 8 以上の砥粒 を遊離砥粒 と して用

いて研磨装置でガラス素板の主表面の研磨 を行 う工程 と、 この 主表面の研磨

を行 う前 に、 ガラス素板であ って、 キャ リアと接触する外周端部 に位置する

側壁面 に遊離砥粒が固着することを防止する固着防止層 を備 えたガラス素板

を準備する工程 と、 を含む。 こ こで 固着防止層は、化学強化 によ りガラス素

板の表面 に圧縮層 を形成することに得 られる。あるいは、 ガラス素板の側壁

面 に別途固着防止層 を設 けることによ り得 られる。

以下説明する実施形態では、 モ ー ス硬度 （旧モ ー ス硬度）で 8 以上の砥粒

と してジル コニァを例 と して挙 げて説明する。 また、側壁面 に遊離砥粒が固

着することを防止する固着防止層 と して、 ガラス素板 を化学強化することに

よ り、側壁面 に形成 される圧縮層 （圧縮応力層）を例 と して挙 げて説明する

(磁 気デ ィスクおよび磁気デ ィスク用ガラス基板）

図 1 ( a ) に示す、ハー ドデ ィスク装置 に用いる磁気デ ィスク 1 は、 円環

状の磁気デ ィスク用ガラス基板 （以降、 ガラス基板 という） 2 の主表面 に、

図 1 ( b ) に示すように少な くとも磁性層 （垂直磁気記録層）等 を含む層 3

A , 3 B を成膜 している。 よ り具体的には、層 3 A ， 3 B には、例 えばガラ

ス基板の主表面上 に、主表面 に近いほうか ら順 に、少な くとも付着層、下地

層、磁性層 （磁気記録層）、保護層、潤滑層が積層 された構成 にな っている

例 えばガラス基板 2 を、真空引 きを行 った成膜装置内に導入 し、 D C マ グ

ネ トロンスパ ッタ リング法 にて A r 雰囲気中で、 ガラス基板の主表面上 に付

着層か ら磁性層 まで順次成膜する。付着層 と しては例 えば C r T ί 、 下地層

と しては例 えば C r R u を用いることがで きる。 さ らに、例 えば C o T a Z

r / R u / C o T a Z r の軟磁性層、 C o C r S i 0 2の非磁性 ダラ二ユラ一

下地層、 C o C r P t — S i 0 2 ' T i 0 2のダラ二ユラ一磁性層



等が形成 される。上記成膜後、例 えば C V D 法 によ りC 2 H 4 を用いて保護層

を成膜 し、同一チャンバ内で、表面 に窒素 を導入する窒化処理 を行 うことに

よ り、磁気記録媒体 を形成することがで きる。 その後、例 えば P F P E (ポ

リフル才 ロポ リエ一テル）をデ ィップコ一 卜法 によ り保護層上 に塗布するこ

とによ り、潤滑層が形成 される。

磁気デ ィスク 1 は、図 1 ( c ) に示すように、ハー ドデ ィスク装置の磁気

へ ッ ド4 A ， 4 B のそれぞれが、磁気デ ィスク 1 の高速回転、例 えば 7 2 0

0 r p m の回転 に伴 って磁気デ ィスク 1 の表面か ら 1 0 n m以下、例 えば 5

n m浮上する。すなわち、図 1 ( c ) 中の距離 H が 1 0 n m以下、例 えば 5

n m である。 この状態で、磁気ヘ ッ ド4 A ， 4 B は、磁性層 に情報 を記録 し

、あるいは読み出 しを行 う。 この磁気ヘ ッ ド4 A ， 4 B の浮上 によって、磁

気デ ィスク 1 に対 して摺動することな く、 しかも近距離で磁性層 に対 して記

録あるいは読み出 しを行 うので、磁気記録情報ェ リァの微細化 と磁気記録の

高密度化 を実現する。

この とき、磁気デ ィスク 1 のガラス基板 2 の中央部か ら外周エ ッジ部 5 ま

で、距離 H を 1 O n m以下、 よ り好 ま しくは 5 n m以下に保 った状態で磁気

ヘ ッ ド4 A ， 4 B を正確 に動作 させることがで きる。

このような磁気デ ィスク 1 に用いるガラス基板 2 は、後述する工程 を経て

得 られるが、 ガラス基板 2 の主表面の表面凹凸を定める算術平均粗 さ R a (

J I S B 0 6 0 1 : 2 0 0 1 ) は 0 . 1 5 n m以下、例 えば 0 . 0 3 ~

0 . 1 5 n m であることが、距離 H を 1 0 n m以下に保 って磁気ヘ ッ ド4 A

， 4 B を正確 に動作 させる上で好 ま しい。 また、距離 H を 5 n m以下に保 つ

て磁気ヘ ッ ド4 A ， 4 B を正確 に動作 させるためには、 ガラス基板 2 の主表

面の算術平均粗 さ R a は 0 . 1 n m以下であること好 ま しい。なお、算術平

均粗 さ R a は、 ガラス基板 2 の表面の 1 m X 1 m の計測エ リアを、原子

間力顕微鏡 を用いて 2 5 6 点 X 2 5 6 点の計測 を行 うことによ り得 られる値

である。 このようなガラス基板の主表面の凹凸の条件 に対 して、本実施形態

を用いた製造方法は、 ジル コ二ァ砥粒 を用いて主表面の研磨 を行 っても、問



題となっていたへッドクラッシュ障害ゃサ一マルアスぺリティ障害等の不具

合が起き難い磁気デイスク用ガラス基板を得ることができる。

[0024] 本実施形態における磁気ディスクに用いるガラス基板 2 の材料として、ァ

ルミノシリケ一 卜ガラス、ソ一ダライムガラス、ポロシリケ一 卜ガラス、ァ

ルカリアルミノシリケ一 卜ガラス、アル力リポロシリケ一 卜ガラスなどを用

いることができる。特に、化学強化を施すことができ、また主表面の平坦度

及びガラス基板の強度において優れた磁気ディスク用ガラス基板を作製する

ことができるという点で、アル力リアルミノシリケ一 卜ガラスを好適に用い

ることができる。また、アモルファスのガラスとすると、表面粗さを極めて

小さくすることが可能であるためより好ましい。

[0025] 本実施形態の磁気ディスク用ガラス基板の組成は限定するものではないが

、本実施形態のガラス基板 2 は好ましくは、酸化物基準に換算 し、モル％表

示で、

S i 0 2 : 5 0 7 5 %

A I 2 0 3 ：1 ~ 1 5 %、

L ί 2 0 、 N a 2 0 及び Κ 2 0 から選択される少なくとも 1種の成分 ：合計で

5 3 5 %

M g O、 C a O、 S r 0 、 B a 0 及びZ n 0 から選択される少なくとも 1

種の成分 ：合計で0 ~ 2 0 %、

Z r 0 2、 Τ ί 0 2、 L a 2 0 3、 Y 2 0 3、 T a 2 0 5、 N b 2 0 5及びH f 0 2

から選択される少なくとも 1種の成分 ：合計で0 ~ 1 0 %、

を有する組成からなるアモルファスのアル力リアルミノシリケ一 卜ガラスで

ある。

また、ガラス基板 2 は、円環状の薄板のガラス基板である。ガラス基板 2

のサイズは限定されないが、例えば、公称直径 2 . 5 インチの磁気ディスク

用ガラス基板に好適である。

以下、ガラス基板 2 の製造工程について説明する。ただし、以下説明する

各工程の順番は適宜入れ替えてもよい。



[0026] (ガラス基板の製造工程）

図 2 は、本実施形態のガラス基板の製造方法のフローの一例を示す図であ

る。

[0027] ( 1 ) ガラスプランクの成形 （S 1 0 )

板状のガラスプランクの成形では、例えばフロー ト法が用いられる。板状

ガラスの成形工程では先ず、錫などの溶融金属の満たされた浴槽内に、溶融

ガラスを連続的に流 し入れることで例えば上述 した組成の板状ガラスを得る

。溶融ガラスは厳密な温度操作が施された浴槽内で進行方向に沿って流れ、

最終的に所望の厚さ、幅に調整された板状ガラスが形成される。この板状ガ

ラスから、磁気ディスク用ガラス基板の元となる所定形状の板状のガラスプ

ランクが切 り出される。浴槽内の溶融錫の表面は水平であるために、フロー

卜法により得 られる板状のガラスプランクは、その表面の平坦度が十分に高

いものとなる。

また、板状のガラスプランクの成形は、フロー ト法の他に、例えばプレス

成形法を用いることもできる。プレス成形による板状のガラスブランクの成

形では、受けゴプ形成型である下型上に、溶融ガラスからなるガラスゴプ （

ガラス塊）が供給され、下型と対向ゴプ形成型である上型を使用 してガラス

ゴプがプレス成形される。これにより、磁気ディスク用ガラス基板の元とな

る円板状のガラスプランクが作製される。

なお、板状のガラスプランクは、上述 した方法に限らず、ダウン ドロ一法

、 リドロ一法、フユ一ジョン法などの公知の製造方法を用いて製造すること

ができる。フロー ト法やダウン ドロ一法、 リドロ一法、フユ一ジョン法など

の公知の製造方法で作られた板状ガラスから、磁気ディスク用ガラス基板の

元となる円板状のガラスプランクが切 り出される。

[0028] ( 2 ) ラッビング工程 （S 1 2 )

次に、円板状に切 り出されたガラスブランクがガラス基板 2 のガラス素板

として用いられ、このガラス素板の両主表面に対 して、必要に応 じて、平均

粒子径 （直径） 5 ~ 5 0 m のアルミナ系遊離砥粒を用いたラッピング加工



を行 う。具体的には、 ガラス素板の両面に上下か らラップ定盤 を押圧させ、

上記遊離砥粒 を含む研削液 をガラス素板の主表面上に供給 し、 これ らを相対

的に移動させてラッピング加工を行 う。なお、 フロー ト法でガラス素板 を成

形 した場合には、主表面は高い表面精度で作製 されるため、 このラッピング

加工を省略 してもよい。

以下の工程 については、 プレス法で作製 された円板状のガラスブランクを

ガラス素板 と して用いる場合について記載する。

[0029] ( 3 ) コア リング工程 （S 1 4 )

円筒状のダイヤモン ドドリルを用いて、円板状のガラス素板の中心部 に内

孔を形成 し、円環状で板状であ り、デ ィスク形状のガラス素板 をつ くる。

[0030] ( 4 ) チ ャンファリング工程 （S 1 6 )

コア リング工程の後、円板状のガラス素板の端部 （外周端面及び内周端面

) に面取 り面を形成するチャンファリング工程が行われる。チャンフアリン

グ工程では、 コア リング工程 によって円環状 に加工されたガラス素板の外周

面および内周面に対 して、例えば、 ダイヤモン ド砥粒 を用いたメタルボン ド

砥石等によって面取 りが施 される。 ガラス素板の端部 には、面取 りされなか

つた主表面に垂直な側壁面 と、面取 りされた面取 り面 とを有するが、以降で

は、側壁面及び面取 り面を纏めて端面 という。

[0031 ] ( 5 ) 端面研磨工程 （S 1 8 )

次 に、円環状のガラス素板の端面研磨 （ェ ッジポ リッシング）が行われる

端面研磨では、円環状のガラス素板の内周端面及び外周端面をブラシ研磨

により鏡面仕上げを行 う。 このとき、スぺ一サをガラス素板間に挟んで積層

した複数のガラス素板 を、研磨 ブラシを用いて同時に研磨する。 さらに、端

面研磨に用いる研磨液は、平均粒子径 （直径）が 0 . 5 ~ 5 m の酸化セ リ

ゥ厶等の微粒子を遊離砥粒 と して含む。端面研磨を行 うことにより、 ガラス

素板の端面での塵等が付着 した汚染、 ダメージあるいはキズ等の損傷の除去

を行 うことにより、サ一マルアスペ リテ ィの発生の防止や、 〜 ゃ べ等のコ



口一 ジ ョンの原因 となるイオ ン析 出の発生を防止することがで きる。 この端

面研磨では、 ガラス素板の側壁面の算術平均粗 さ R a が 1 m以下、例 えば

0 . 0 0 1 0 . 5 m となるように研磨 されることが好 ま しい。 このよう

に、側壁面の算術平均粗 さ R a を 1 m以下 とするのは、後述する第 1 研磨

の際に、 ガラス素板の側壁面の凹凸の凹部 に後述するジル コ二ァ砥粒が食 い

込んで固着 し易 くなることを防止するためである。 ジル コニァは、 モ ー ス硬

度 （旧モース硬度）が 8 以上であ り、従来の酸化セ リウムやシ リカに比べて

モース硬度 （旧モース硬度）が高いことか ら、 ガラス素板の側壁面の凹凸の

凹部 に後述するジル コニァ砥粒が食 い込んで固着 し易い、 と考 え られる。第

1 研磨は、後述するように、主表面の表面粗 さが 目標 の粗 さの範囲になるよ

うに、粒子サイズが制限されたジル コ二ァ砥粒 を遊離砥粒 と して用いる。側

壁面の算術平均粗 さ R a は、触針式粗 さ計 を側壁面の周上 に滑 らせなが ら計

測することによつて求め られる。

( 6 ) 固定砥粒 による研削工程 （S 2 0 )

固定砥粒 による研削工程では、研削装置 を用いて円環状で板状のガラス素

板の両側の一対の主表面 に対 して研削加工 を行 う。研削装置は、上下一対の

定盤 （上定盤 および下定盤）を有 してお り、上定盤 および下定盤の間に円環

状のガラス素板が狭持 される。 そ して、上定盤 または下定盤のいずれか一方

、 または、双方 を移動操作することによ り、 円環状のガラス素板 と各定盤 に

設 け られたダイヤモン ドシ一 卜とを相対的に移動 させることで、 このガラス

素板の両主表面 を研削することがで きる。 ダイヤモン ドシ一 卜は、例 えば、

平均粒子径 （直径）が 1 ~ 2 0 m のダイヤモン ド粒子を固定砥粒 と して用

いる。

( 2 ) の ラ ッピング及び （6 ) の固定砥粒 による研削による取 り代 （ラッ

ビング量 + 研削量）は、 ラッピング、研削、及び後述する研磨 を含めた取 り

代 （ラッピング量 + 研削量 + 研磨量）を約 0 . 1 m m とする場合、約 8 0 ~

9 0 m である。 また、 （2 ) のラ ッピング及び （6 ) の固定砥粒 による研

削による上記取 り代 は、 ラッピング、研削、及び後述する研磨 を含めた取 り



代を約 0 . 0 5 m m とする場合、約 3 0 ~ 4 0 从mである。

[0033] ( 7 ) 化学強化工程 （S 2 2 )

次に、固定砥粒による研削後の円環状のガラス素板は化学強化される。

化学強化液として、例えば硝酸カリウム （6 0 質量0/ 0 ) と硝酸ナ トリウム

( 4 0 質量％) の混合溶融液等を用いることができる。化学強化では、化学

強化液が、例えば 2 5 0 °C ~ 5 0 0 °C に加熱され、洗浄 したガラス素板が、

例えば 2 0 0 °C ~ 3 0 0 °C に予熱された後、円環状のガラス素板が化学強化

液中に、例えば0 . 5 時間〜 5 時間浸漬される。この浸漬の際には、円環状

のガラス素板の両主表面全体が化学強化されるように、例えば、複数の円環

状のガラス素板の端部を保持 して収納状態にするかご （ホルダ）を用いて化

学強化は行われる。

このように、ガラス素板を化学強化液に浸漬することによって、ガラス素

板の主表面、側壁面及び面取り面の表層にあるL ί イオン及び N a イオンが

、化学強化液中のイオン半径が相対的に大きいN a イオン及び K イオンにそ

れぞれ置換され、ガラス素板の側壁面及び一対の主表面に圧縮層を形成 して

強化される。なお、化学強化処理された円環状のガラス素板は洗浄される。

例えば、硫酸で洗浄された後に、純水等で洗浄される。なお、圧縮層は、後

述するように側壁面に遊離砥粒が固着することを防止するための固着防止層

に相当する。

[0034] 化学強化では、後述するように、側壁面に遊離砥粒が固着することを防止

することができる程度に圧縮層の圧縮応力値が得 られることが求められる。

この場合、化学強化後のガラス素板の破壊靱性値 K l cが、 ビッカース硬度計

による計測で 0 . 7 [ M P a / m 以上となるように化学強化の処理条件が

調整されることが好ましい。例えば、予め化学処理条件を種々変化させて、

目標とする破壊靱性値 K ，cになるような処理条件を決定するとよい。なお、

破壊靱性値 K l cが 1 . 0 [ M P a mi/2] 以上であることがより好ましい。

また、 1 . 3 [ M P a mi 2] 以上であるとさらにより好ましい。破壊靱性値

K l cは、高いほど好ましく、破壊靱性値 K l cの上限は特に設けられない。こ



こで、破壊靱性値 K l cは、周知のピツカ一ス硬度計の鋭いダイヤモン ド圧子

をガラス素板に押 し込む方法により測定するこができる。すなわち、破壊靱

性値 K ，cは、 ピツカ一ス圧子を押 しこんだときにガラス素板に残る圧子の圧

痕の大きさと圧痕の隅から発生するクラックの長さより次式で求められる。

P はピツカ一ス圧子の押 しこみ荷重 [ N ] であり、 a はピツカ一ス圧痕の対

角線長の半分の長さ [ m ] である。 E はガラス素板のヤング率 [ P a ] 、 C

はき列長さの半分の長さ [ m ] である。

[0035] [数 1]

K l c = 0 . 0 2 6 · E 1/2 . P 1/2 . a C 3/2

[0036] また、化学強化の処理条件とは、化学強化液の種類 （例えば、硝酸力リウ

厶と硫酸ナ トリウムの混合比）、化学強化液の温度、化学強化処理時間等を

含む。また、化学強化後のガラス素板の破壊靱性値 K l cが、上述 した 0 . 7

[ M P a mi/2] 以上となるようなガラス素板のガラス組成を選択することも

できる。

なお、本実施形態では、ガラス素板の主表面を破壊靱性値 K l cの計測対象

とするが、化学強化は、ガラス素板の端面の側壁面も主表面と同等に化学強

化されるので、ガラス素板の側壁面の破壊靱性値 K ，cは、主表面の破壊靱性

値 K ，cの計測結果と同 じであり、主表面の破壊靱性値 Κ cで代用することが

できる。

[0037] ( 8 ) 第 1研磨 （主表面研磨）工程 （S 2 4 )

次に、化学強化され、十分に洗浄された円環状のガラス素板の主表面に、

ジルコ二ァ砥粒を遊離砥粒として用いた第 1研磨が施される。第 1研磨によ

る取り代は、例えばラッピング、研削、及び第 1研磨及び後述する第 2 研磨

を含めた取り代を約 0 . 1 m m とする場合、例えば約 1 0 ~ 2 0 m程度で

あり、上記取り代を約 0 . 0 5 m m とする場合、例えば約 5 ~ 1 0 Ί程度

である。第 1研磨は、研削により主表面に残留 したキズ、歪みの除去、うね

り、微小うねりの調整を目的とする。この目的のために、ジルコニァ砥粒の



平均粒子径 （直径）は、例 えば 0 . 1 ~ 2 Ί であ り、好 ま しくは、 0 . 2

~ 0 . 8 mである。平均粒子径 （直径）は、島津製作所製 S A L D - 2 2

0 0 による 5 0 % 粒子径 （メデ ィアン径）によ り定義 される。

なお、 ジル コニァ砥粒の粒子径 は揃 えることが好 ま しい。第 1 研磨 におい

て、 ガラス素板の側壁面 に固着 したジル コニァ砥粒の粒子サイズが揃 ってい

ない場合、側壁面 に固着 したジル コニァ砥粒の うち、後述する研磨装置 1 0

のキャ リア 1 5 と接触する大 きなジル コ二ァ砥粒 は、 キャ リアか ら受ける衝

撃が集中 して破壊 され易 くなる。 この破壊 によってで きた細かい粒子が側壁

面 に固着 して、へ ッ ドクラッシュ障害ゃサ一マル アスペ リテ ィ障害等の不具

合 を起 こす原因 とな り易い。一方、 ジル コニァ砥粒の粒子径が揃 っている場

合、 ガラス素板の側壁面 に固着 したジル コニァ砥粒のサイズも揃 っているの

で、後述する研磨装置 1 0 のキャ リア 1 5 か ら受ける衝撃 は分散 され、固着

したジル コ二ァ砥粒が破壊 されることは抑制 される。

ジル コ二ァ砥粒 を用いた研磨液 （スラ リー）は、例 えば、研磨液 に対 して

ジル コ二ァ砥粒 を例 えば、 5 ~ 1 5 質量％含む。 このスラ リーには、 さ らに

、へキサメタ リン酸ナ トリウムや ピロ リン酸 カ リウムな どの分散剤や、セル

ロース、マル ト一スまたはフル ク 卜一スな どのハー ドケーキ化防止剤 を添加

剤 と して含 ませることもで きる。特 に研磨液 を循環 させて繰 り返 し研磨工程

に使用する場合は、 これ らの分散剤 とハ一 ドケーキ化防止剤 を同時に用いる

と長時間にわた って研磨 レ一 卜の低下を抑制することが可能 となるため好 ま

しい。研磨パ ッ ドと して、 ウ レタン製研磨パ ッ ド、 スウェー ドパ ッ ド等が用

い られる。

(第 1 研磨工程 に用いる研磨装置）

第 1 研磨工程で使用される研磨装置 について、図 3 ( a ) ， （b ) を参照

して説明する。図 3 ( a ) は、第 1 研磨工程で使用される研磨装置 1 0 の概

略断面図である。図 3 ( b ) は、図 3 ( a ) 中の X —X 線 に沿 った断面図で

ある。なお、上述 した研削工程 （S 2 0 ) に使用される研削装置及び後述す

る第 2 研磨工程 （S 2 6 ) に使用される研磨装置 においても、 この研磨装置



と同様の構成 とすることができる。

[0039] 研磨装置 1 0 は、遊星歯車運動式のガラス素板の両主表面を研磨する加工

装置である。研磨装置 1 0 は、研磨装置本体部 A とスラ リー循環装置 B とを

有する。研磨装置本体部 A は、ポ リッシャと して研磨パ ッ ド1 1 、保持板 1

3 a 、 1 4 a 、研磨定盤である上下定盤 （上定盤 1 3 、下定盤 1 4 ) 、 キヤ

リア 1 5 、太陽ギア 1 6 、 インタ一ナルギア 1 7 を有 している。

[0040] 複数の研磨パ ッ ド1 1 は、例えば軟質発泡 ウレタンで形成 されている。研

磨パ ッ ド1 1 を保持する保持板 1 3 a 、 1 4 a は上定盤 1 3 及び下定盤 1 4

の対向 した面に取 り付けられている。上定盤 1 3 と下定盤 1 4 とは互いに反

対方向に回転するようになっている。

太陽ギア 1 6 とインタ一ナルギア 1 7 は上定盤 1 3 と下定盤 1 4 との間に

配置されてお り、太陽ギア 1 6 とインタ一ナルギア 1 7 の間に複数のキヤ リ

ァ 1 5 が配置されている。図 3 ( b ) では、 5 つのキャ リア 1 5 が設けられ

ているが、 この数 に限定されない。

キャ リア 1 5 は、複数のガラス素板 を保持孔に保持 している。図 3 ( b )

では、 1 つのキャ リア 1 5 に 4 つのガラス素板が設けられるが、 この数 に限

定されない。キャ リア 1 5 は、例えばガラス繊維 を含んだエポキシ樹脂が用

い られる。 ガラス素板は、キャ リア 1 5 の保持孔にそれぞれ図示されないセ

ッテ ィング機構 を用いてセ ッ 卜される。

キャ リア 1 5 の外周には太陽ギア 1 6 とインタ一ナルギア 1 7 とに嚙み合

う歯車が形成 されている。上下定盤 1 3 ， 4 の回転 と共に太陽ギア 1 6 と

インタ一ナルギア 1 7 が回転することにより、キャ リア 1 5 が自転及び公転

(遊星歯車運動）するようになつている。

[0041 ] 上記構成の研磨装置 1 0 において、研磨パ ッ ド1 1 が貼 り付けられた上下

定盤 1 3 ， 4 の間にキャ リア 1 5 により保持 したガラス素板 1 2 を密着 さ

せ、 このキャ リア 1 5 を太陽ギア 1 6 とインタ一ナルギア 1 7 とに嚙合させ

、 ガラス素板 1 2 を上下定盤 1 3 ， 4 によって挟圧する。その後、研磨パ

ッ ド1 1 とガラス素板 1 2 の研磨面 との間に研磨剤 を含んだ研磨液 を供給 し



て回転させることによって、ガラス素板 1 2 が上下定盤 1 3 ， 4 上で自転

しながら公転 （遊星歯車運動） して両面を同時に鏡面研磨加工する。

[0042] 図 3 ( a ) に示されるスラリー循環装置 B は、送液管 2 2 (供給経路）、

排液管 2 3 (排出経路）、送液溝 2 4 、排液受け2 5 、送液ポンプ2 6 、 ス

ラリータンク2 7 を備えている。

送液管 2 2 から供給された研磨液は送液溝 2 4 を通 して、研磨パッド1 1

とガラス素板 1 2 との間に必要十分に供給される。送液管 2 2 の末端にフィ

ルタ2 8 が備えられ、排液管 2 3 の末端にフィルタ2 9 が備えられ、研磨中

に発生する塵埃を除去するようになっている。送液ポンプ2 6 からスラリー

タンク2 7 にいたる一連の循環経路により、スラリーが循環されて使用され

る。

[0043] 送液管 2 2 は、一端を送液ポンプ2 6 に取り付けられ、他端を送液溝 2 4

に取り付けられている。送液溝 2 4 は上定盤 1 3 の上部に取り付けられてお

り、上定盤 1 3 に穿孔された複数の孔を通 して、スラリーを研磨装置 1 0 (

上定盤 1 3 と下定盤 1 4 の間）に供給する。

排液管 2 3 は、一端を排液受け2 5 に取り付けられ、他端をスラリータン

ク2 7 に取り付けられている。排液受け2 5 は下定盤 1 4 から排出されたス

ラリーを受けるためのものであり、その底に穿孔された複数の孔を通 して排

液管 2 3 に連結されている。これにより、上下定盤 1 3 ， 4 で使用されて

排液受け2 5 に排出されたスラ リーが排液管 2 3 内に流れ込み、スラ リータ

ンク2 7 に貯えられる。

[0044] スラリータンク2 7 は、排液管 2 3 から排出されたスラリーを一時的に貯

える容器である。送液ポンプ2 6 は、スラリータンク2 7 内のスラリーを吸

い上げて、送液管 2 2 、送液溝 2 4 を介 して再び上定盤 1 3 に供給する。

フィルタ2 8 は、送液管 2 2 と送液溝 2 4 の間に設けられており、スラリ

—に混入 している塵埃を濾過 してからスラリ一を研磨装置 1 0 に導入する。

フィルタ2 9 は、排液管 2 3 とスラリータンク2 7 の間に設けられており、

排出されたスラリーに混入 している塵埃を濾過 してスラリーをスラリータン



ク2 7 に導入する。

[0045] このような研磨装置 1 0 において、研磨を行うとき、ガラス素板 1 2 をキ

ャリア 1 5 の保持孔で保持した状態で、ガラス素板 1 2 の一対の主表面を研

磨パッド1 1で挟み、ガラス素板 1 2 と研磨パッド1 2 との間にジルコニァ

砥粒を含む研磨液を供給して、研磨パッド1 1 とガラス素板 1 2 を相対的に

移動させることにより、ガラス素板 1 2 の主表面を研磨する。このとき、円

形状のガラス素板 1 2 を保持するキャリア 1 5 の保持孔とガラス素板 1 2 と

の間には、2 . 1 mm以下、例えば、0 . 1 ~ 2 . 1 mmの最大隙間を有す

ることが好ましく、0 . 2 ~ 1 . Ommの最大隙間を有することがより好ま

しい。この最大隙間が0 . 1 mm未満であると、ガラス素板 1 2 を保持孔か

ら効率よく取り出すこと、ガラス素板 1 2 を保持孔へ効率よくセットするこ

とが難しくなる。この最大隙間が2 . 1 mmを超えると、研磨の期間中、ガ

ラス素板 1 2 が保持孔から受ける衝撃が大きくなって、ジルコニァ砥粒がガ

ラス素板 1 2 の側壁面にめり込み易くなり、さらには、ジルコニァ砥粒が破

壊して、ガラス素板 1 2 の側壁面の凹部に固着しやすくなり、ジルコニァ砥

粒あるいはジルコニァ砥粒の一部がへッドクラッシュ障害ゃサ一マルアスぺ

リティ障害等の不具合の原因になり易くなる。また、キャリア1 5 の保持孔

のガラス素板 1 2 の側壁面と接触する面の算術平均粗さR a で5 m以下で

あることが好ましく、3 m以下であることがより好ましい。算術平均粗さ

R aが5 mより大きい場合、ガラス素板の側壁面にキズが生じジルコニァ

砥粒がこの傷に突き刺さり易くなる。なお、キャリア1 5 の保持孔のガラス

素板 1 2 の側壁面と接触する面は、触針式粗さ計を用い （キャリアの保持孔

の）円周方向に測定することにより得られる。

[0046] ( 9 ) 第2研磨 （最終研磨）工程 （S 2 6 )

次に、第1研磨されたガラス素板に第2研磨が施される。第2研磨による

取り代は、例えば約 1~ 2 m程度である。第2研磨は、主表面の鏡面研磨

を目的とする。第2研磨では例えば、第1研磨と同様の構成の研磨装置を用

いる。このとき、第1研磨と異なる点は、遊離砥粒の種類及び粒子サイズが



異なることと、研磨パ ッ ドの硬度が異なることである。研磨パ ッ ドは、発泡

ウ レタン等のウ レタン製研磨パ ッ ド、 スウェー ドパ ッ ド等が用い られる。

第 2 研磨 に用いる遊離砥粒 と して、例 えば、研磨液 に混濁 させたシ リカか

らなるコロイダルシ リ力等の微粒子 （平均粒子径 ：1 0 ~ 5 0 n m程度）が

用い られる。 この微粒子は、第 1 研磨で用いる遊離砥粒 に比べて細かい。 コ

口ィダルシ リ力等の微粒子が混濁 した研磨液であるスラ リーには、 シ リ力が

スラ リーに対 して例 えば 0 . 1 ~ 4 0 質量％、好 ま しくは、 3 質量％ ~ 3 0

質量％含む ことが、研磨の加工効率 を確保 し、表面粗 さを高める点で好 ま し

い。

研磨 されたガラス素板 は洗浄 される。洗浄では、 中性洗浄液あるいはアル

力 リ性洗浄液 を用いた洗浄であることが、洗浄 によってガラス表面 に傷等の

欠陥を形成せず、 さ らに表面粗 さを粗 くさせない点で好 ま しい。 これによ り

、主表面の算術平均粗 さ R a を 0 . 1 5 n m以下、例 えば 0 . 0 3 ~ 0 .

5 n m とすることがで きる。 中性洗浄液の他 に、純水、 I P A 等 を用いた複

数の洗浄処理 を施す こともで きる。研磨 されたガラス素板 には、少な くとも

酸性洗浄液 による洗浄 とアル 力 リ性洗浄液 による洗浄 を併用 しないことが好

ま しい。 こう して、 ガラス素板 を洗浄することによ り、磁気デ ィスク用ガラ

ス基板 2 が作製 される。

本実施形態では、化学強化 されたガラス素板 をジル コニァ研磨するが、化

学強化 とジル コニァの研磨の間に、酸化セ リゥ厶等 を用いた研磨 を行 うこと

もで きる。

このように、本実施形態では、化学強化 を行 った後、 ジル コ二ァ砥粒 を用

いた第 1 研磨 を行 うので、化学強化 を行 ったガラス素板の外周端部 に位置す

る側壁面 も化学強化 されている。 したが って、第 1 研磨の間、 ジル コニァ砥

粒が側壁面 に固着 し、 またジル コニァ砥粒が側壁面の凹部 にめ り込み固着す

ることを抑制することがで きる。 このため、ヘ ッ ドクラッシュ障害ゃサ一マ

ル ァスペ リテ ィ障害等の不具合の原因 となるジル コニァ粒子の側壁面への固

着 を抑制することがで きる。なお、第 2 研磨 によって作製 されたガラス基板



の主表面は、極めて表面精度 よ く研磨 されているので、 ガラス素板の側壁面

を含む端面 を把持 して、後工程である洗浄 を行 う他、磁気デ ィスク作製のた

めの処理装置 に移送、あるいは搬送する。 この とき、上記洗浄、移送あるい

は搬送の間に、 ジル コニァ砥粒の一部がジル コニァ粒子 と して側壁面か ら離

脱 して、主表面 に固着 し易 くなる。 このため、ヘ ッ ドクラッシュ障害ゃサ一

マル アスペ リテ ィ障害等の不具合 を引 き起 こ し易 くなる。 したが って、作製

されたガラス基板の側壁面 に固着 し、あるいはめ り込むジル コニァ粒子の数

を抑 えることが望 ま しい。

従来、第 1 研磨後 に化学強化 を行 っていたが、第 1 研磨で用いる遊離砥粒

は、 ジル コニァ砥粒 に比べて硬度が低 いセ リゥ厶砥粒やアル ミナ砥粒であ つ

たため、 ガラス基板の側壁面 にこれ らの砥粒が固着 しあるいはめ り込む こと

は少なか った。すなわち、従来、磁気デ ィスクのヘ ッ ドクラッシュ障害ゃサ

—マル アスぺ リテ ィ障害等の不具合が生 じることは極めて少なか った。 ジル

コニァ砥粒 を第 1 研磨の遊離砥粒 と して用いる場合、磁気デ ィスクのへ ッ ド

クラッシュ障害ゃサ一マル アスぺ リテ ィ障害等の不具合が生 じることか ら、

本実施形態のように、 ガラス素板の化学強化後 に第 1 研磨 を行 うことは、磁

気デ ィスクのへ ッ ドクラッシュ障害ゃサ一マル アスペ リテ ィ障害等の不具合

を抑制する上で、有効な解決手段 とな っている。

上記実施形態は、 ガラス素板のキヤ リアと接触する外周端部 に位置する側

壁面 に遊離砥粒が固着することを防止するための固着防止層 と して圧縮層 を

形成 したが、 ガラス素板 自体 に固着防止層 を形成する形態の他 に、 ガラス素

板の側壁面 に、別途固着防止層 を設 ける形態 を用いることもで きる。例 えば

、 ガラス素板の側壁面 に、 ダイヤモン ドライク力一ボ ンを蒸着法や熱 C V D

法 によ り成膜することもで きる。 この場合、固着防止層 と して成膜 したダイ

ャモン ドライク力一ボ ンは、酸素 プラズマによるアツシング等 によ り最終製

品前 に除去 されてもよい し、最終製品 と して残 してもよい。 ガラス素板 に固

着防止層が設 け られた場合、固着防止層 を含むガラス素板の研磨 を行 って固

着防止層 を除去することもで きる。



また、固着防止層は、熱、光、あるいは、電磁波 を加えることによ りガラ

ス基板の外周側端面か ら除去可能な樹脂材か らなる層であ ってもよい。例 え

ば、固着防止層は、熱硬化性樹脂接着剤 に、熱溶融性あるいは熱分解性 を有

する材料 を混ぜたもの、例 えば、周知のエポキシ樹脂接着剤 に熱可塑性接着

剤 を含 ませた解体性接着剤か らなる層が挙 げ られる。 また、固着防止層 と し

ては、紫外線で硬化可能でかつ、加温 によ り除去可能なアク リル系樹脂 を用

いてもよい。 この場合、固着防止層の除去のために、固着防止層 を加熱する

ことによ り接着力を弱めて除去することがで きる。 また、熱可塑性樹脂接着

剤や熱硬化性樹脂接着剤等の中に熱膨張性マイクロ力プセル を混入させるこ

とによ り、加熱時のマイクロカプセルの膨張 によ り、外周側端面 との間で固

着防止層が剥離 し易 くすることもで きる。 また、固着防止層 と して、熱可塑

性樹脂接着剤 を用いることもで きる。固着防止層 を剥離で きる例 と しては、

光、あるいは、電磁波 を加えることによ りガラス素板か ら固着防止層 を除去

可能なものであ ってもよい。光 を加えることで、固着防止層 を除去する例 と

してエキシマ光 による方法 （例 えば特開 2 0 - 6 0 号公報等）が挙

げ られる。電磁波 （高周波電磁波）を加えることによ り、固着防止層 を除去

する例 と して誘導加熱 による方法 （特開 2 0 0 7 — 3 1 4 7 1 1 号公報等）

が挙 げ られる。

本実施形態では、 モ ー ス硬度 （旧モ ー ス硬度）で 8 以上であるジル コニァ

を研磨砥粒 と して用いることに起因 して生 じた磁気デ ィスクのへ ッ ドクラッ

シュ障害ゃサ一マル アスペ リテ ィ障害等の不具合の解決 を行 ったが、本発明

は、 モ ー ス硬度 （旧 モ ー ス硬度）が 8 以 上 の モ ー ス硬度 （旧 モ ー ス硬度） を

有する研磨砥粒 を用いた場合 にも同様の問題が生 じる。 したが って、本実施

形態では、 ガラス素板 をキャ リアに保持 し、 モ ー ス硬度 （旧モ ー ス硬度）で

8 以上の砥粒 を遊離砥粒 と して用いて研磨装置でガラス素板の主表面の研磨

を行 うこともで きる。特 に、立方晶ジル コニァは、 モ ー ス硬度 （旧モ ー ス硬

度）が約 8 . 5 と非常に硬 く、高い研磨 レー トが得 られるので本実施形態 に

好適 に用い られる。 しか し、逆 に研磨中にキャ リアと接する外周端面 におい



ては突 き刺 さ りやす く、突 き刺 さった立方晶ジル コニァは通常の洗浄では落

とす ころがで きない。 このため、立方晶ジル コニァの砥粒 を含む研磨液で研

磨する場合 に用いる場合、本発明の効果がよ り効果的に発揮 される。なお、

ジル コニァにイ ッ トリウム、 カルシウム、マグネシウム、ハ フニウムな どを

4 5 %程度添加 した安定化ジル コニァは、立方晶安定化ジル コニァ、あ

るいは単 に立方晶ジル コニァと呼ばれる。

モース硬度 （旧モース硬度）で 8 以上の砥粒 と して、 ジル コニァ以外 にァ

ル ミナゃダイヤモ ン ドが挙 げ られる。

[0050] なお、化学強化 によ りガラス素板 に形成 された圧縮層 を含む、上記固着防

止層 を備 えたガラス素板 は、 ガラス素板の主表面 を研磨する業者 とは異なる

製造業者か ら得 られた中間製品であ ってもよい。 この場合、磁気デ ィスク用

ガラス基板の製造方法は、 ガラス素板 をキャ リアに保持 し、 モ ー ス硬度 （旧

モ ー ス硬度）で 8 以上の砥粒 を遊離砥粒 と して用いて研磨装置でガラス素板

の主表面の研磨 を行 う工程 と、 この主表面の研磨 を行 う前 に、 ガラス素板で

あ って、 キヤ リアと接触する外周端部 に位置する側壁面 に遊離砥粒が固着す

ることを防止する固着防止層 を備 えたガラス素板 を準備する工程 と、 を含む

。 ガラス素板 を準備する工程 とは、研磨装置のキャ リアの保持孔 にガラス素

板 をセ ッ 卜することを含む。

[0051 ] また、上記実施形態では、図 2 に示すように、 ガラス素板の側壁面及び一

対の主表面 を含む全面 に対 して行 う化学強化の直後 にジル コ二ァ砥粒 を遊離

砥粒 と して用いたガラス素板の主表面の第 1 研磨が行われる。 ジル コニァ砥

粒 による遊星歯車運動式の研磨では、 ガラス素板の主表面の研磨の取 り代 （

研磨量）に、両側の一対の主表面間で差が生 じ易い。 また、化学強化 された

ガラス素板の圧縮層の厚 さ及び応力値が両側の一対の主表面間で同 じにな ら

ず、 ガラス素板が反 る場合 もある。 このような場合、両側の一対の主表面間

で取 り代 に差が生 じ易い研磨では、必ず しも高い表面精度 を持 ったガラス素

板が得 られに くい。 このような場合、 ガラス素板 を化学強化する工程 （図 2

に示すステ ップ 2 2 ) 後、 ガラス素板の主表面の研磨 を行 う工程 （図 2 に示



すステップS 2 4 ) 前に、化学強化によりガラス素板の主表面に形成された

圧縮層の研削を行う工程を設けることが好ましい。このとき、ガラス素板の

主表面の研削は、例えば、図 2 に示すステツプS 2 0 と同様の方式 （固定砥

粒による研削方式）で行われる。固定砥粒としてダイヤモン ドの砥粒を樹脂

などで固めたものが用いられることが好ましい。この研削において遊離砥粒

を用いると、キャリアとガラス素板との間に遊離砥粒が挟まって、ガラス素

板の側壁面に傷をつけやすくなる。この点で、固定砥粒を用いることが好ま

しい。

[0052] また、本実施形態の磁気ディスク用ガラス基板の製造方法は、外径 6 5 m

m ( 2 . 5 インチ）や 9 5 m m ( 3 . 5 インチ）であり、厚さが 0 . 5 m m

以上のガラス基板に対 して、上述 した本実施形態の効果を効率よく発揮する

点から好適に適用される。

[0053] [ 実施例、比較例]

本実施形態のガラス基板の製造方法の効果を確認するために、製造 したガ

ラス基板から2 . 5 インチの磁気ディスクを作製 し、 D F H タツチダウン試

験を行って、磁気ヘッド （D F H ) に適 したガラス基板か否かを評価 した。

製造 したガラス基板の組成は、上述 したガラス組成を満たす。

[0054] 本実施形態のガラス基板の製造方法において、 （1 ) のガラスプランクの

成形は、特開 2 0 1 - 3 8 5 8 9 号公報に記載される磁気ディスク用ガ

ラス基板の製造方法で用いられるプレス成形方法を用いた。

( 2 ) のラッピングでは、平均粒子径 2 0 mのアルミナ系遊離砥粒を用

いた。 （5 ) の端面研磨では、スぺ一サをガラスプランク間に挟んで積層 し

た複数のガラスプランクを、研磨ブラシを用いて平均粒子径が 1 mの酸化

セリゥ厶を遊離砥粒として用いて研磨 した。

( 6 ) の固定砥粒による研削では、例えばダイヤモン ド砥粒 （平均粒径 ：

~ 2 O m) を固定砥粒として用いたダイヤモン ドシ一 卜を上定盤、下定

盤に貼 り付けた研削装置を用いて研削 した。

( 7 ) の化学強化では、硝酸カリウム （6 0 質量0/ 0 ) と硝酸ナ トリウム （



4 0 質量 ％ ) の混合液 等 を用 い、 化学 強化液 の温度 を 3 8 0 °C と し、 予め 1

0 0 °C に予熱 され た ガラス プラ ンクを 6 0 分 浸潰 した。

( 8 ) の 第 1 研 磨 （主表 面研 磨 ） で は、研 磨装 置 1 0 を用 いて、平 均粒 子

径 が 0 . 5 m の ジル コ二 ァ砥粒 を用 いて研 磨 した （研 磨量 1 O m ) 。

( 9 ) の 第 2 研 磨 （最終研 磨 ） で は、研 磨装 置 1 0 と同様 の研 磨装 置 を用

いて、平 均粒 子径 が 4 0 n m 程 度 の コ ロイ ダル シ リカを用 いて研 磨 した （研

磨量 1 m ) 。 これ によ り、 主表 面 の算術平 均粗 さ R a ( J I S B 0 6

0 1 : 2 0 0 1 ) を 0 . 1 5 n m 以 下 に した。 算術平 均粗 さ R a は、 ガラス

基板 2 の表 面 の 1 m X m の計測 エ リアにつ いて、 原 子 間力顕微鏡 を用

いて 2 5 6 点 X 2 5 6 点 の計測 を行 うことによ り得 られ る値 であ る。

第 2 研 磨後 の ガラス プラ ンクは、 中性 洗浄液 お よび アル 力 リ性 洗浄液 を用

いて洗浄 され た。

[0055] 得 られ た ガラス基板 に磁 性 層等 を形成 して磁 気デ ィス クを作製 し、 D F H

タ ツチ ダ ウ ン試験 を行 つた。

[0056] ( D F H タ ツチ ダ ウ ン試験 ）

作製 した磁 気デ ィス クに対 し、 クボ タ コ ンブス社製 H D F テ ス タ一 （Head/D

i s k F Lyab i Li t y Tester) を用 いて、 D F H ヘ ッ ド素 子部 の タ ツチ ダ ウ ン試

験 を行 った。 この試験 は、 D F H 機 構 によ って D F H ヘ ッ ド素 子部 を徐 々に

突 き出 して い き、 A E セ ンサ 一 によ って磁 気デ ィス ク表 面 との接触 を検 知 す

る ことによ って、 D F H へ ッ ド素 子部 が磁 気デ ィス ク表 面 と接触 す る ときの

距離 を評価 す るものであ る。 突 き出 し量 が大 きい もの ほ ど磁 気 的 スぺ 一 シ ン

グが低減 す るため高記録 密度 化 に適 して い る。

D F H ヘ ッ ド素 子部 と して、 3 2 O G B / P 磁 気 デ ィス ク （2 . 5 イ ンチ

サ イズ） 向 けの D F H ヘ ッ ドを用 いた。 D F H ヘ ッ ド素 子部 の突 き出 しがな

い時 の浮上量 は 1 0 n m で あ る。 また、 その他 の条件 は以 下 の通 り設 定 した

評価 半径 ：2 2 m m

磁 気デ ィス クの回転数 ：5 4 0 0 R P M



温度 ：2 5 °C

湿度 ：6 0 %

(評価基準）

D F Hへッド素子部の突き出し量によって以下のように評価 した。

n m以上 （レベリレ2 ~レベリレ5 ) が合格である。

レベル 1 ：5 . 0 n m未満

レベル 2 ：5 . 0 n m以上、 6 . 0 n m未満

レベル 3 ：6 . 0 n m以上、 7 . 0 n m未満

レベル 4 ：7 . 0 n m以上、 8 . 0 n m未満

レベル 5 ：8 . 0 n m以上

ここで、 レベルの数が高いほどよく、 レベル 5 が最もよい。

[0058] 実施例 1

実施例 1 では、上述 したように、 （1 ) のガラスブランクの成形、 （2 )

のラッピング工程、 （3 ) のコアリング工程、 （4 ) のチャンフアリングェ

程、 （5 ) の端面研磨工程、 （6 ) の固定砥粒による研削工程、 （7 ) の化

学強化工程、 （8 ) の第 1研磨 （主表面研磨）工程、及び （9 ) の第 2 研磨

(最終研磨）工程を、この順番に行った。

[0059] 比較例

比較例では、 （1 ) のガラスプランクの成形、 （2 ) のラッピング工程、

( 3 ) のコアリング工程、 （4 ) のチャンファリング工程、 （5 ) の端面研

磨工程 （機械加工工程）、 （6 ) の固定砥粒による研削工程を行った後、 （

8 ) の第 1研磨 （主表面研磨）工程を行い、この後、 （7 ) の化学強化工程

、 （9 ) の第 2 研磨 （最終研磨）工程を、この順番で行った。

[0060] 上記実施例 1及び比較例におけるD F H タツチダウン試験では、実施例 1

は合格であり、比較例は不合格であった。

また、 D F H タツチダウン試験で不合格であつた比較例の原因を調べたと

ころ、ガラス基板と磁性層との間に粒子が固着 しており、この粒子の成分分

析を行ったところ、粒子はジルコニァ粒子であることがわかった。すなわち



、第 1 研磨に用いたジル コニァ砥粒の残存物がガラス基板の主表面に固着 し

たことが、上記耐久試験の不合格の原因であることがわかった。 これより、

化学強化工程、第 1 研磨 （主表面研磨）工程 を行 うことが、ヘ ッ ドクラッシ

ュ障害ゃサ一マルアスペ リテ ィ障害等の不具合を起 こ し難いことがわかる。

[0061 ] 実施例 2 〜実施例 6

さらに、本実施形態のように、 （7 ) の化学強化工程後、 （8 ) の第 1 研

磨 （主表面研磨）工程 を行 うとともに、化学強化工程 における強化温度及び

浸漬時間を変更 して、下記表 1 に示すように、破壊靱性値 K l c を種 々変化さ

せたガラス基板 を製造 した。破壊靱性値 K l c以外は、実施例 1 と同 じ条件を

用いた。 このとき、実施例 2 ~ 6 のそれぞれについて、 D F H タツチダウン

試験 を行 った。

下記表 1 に、破壊靱性値 K ，c と、 D F H タツチダウン試験の評価結果を示

す。表 1 では、 レベ ル 2 を△ 、 レベ ル 3 を〇、 レベ ル 4 を〇〇、 レベ ル 5 を

〇〇〇で表す。 ここで、 レベルの数が高いほどよ く、 レベル 5 が最もよいの

で、 △ より〇がよ く、 さらに〇が多いほど良好である。

[0062] [ 表 1]

[0063] 下記表 1 より、破壊靱性値 K ，c は、 0 . 7 [ M P a m i ] 以上であるこ

とが好ま しいことがわかる。

[0064] 実施例 7 ~ 9

次 に、酸化セ リウムを遊離砥粒 と して用いた （5 ) の端面研磨の研磨時間

を変えて、 ガラス素板の側壁面の算術平均粗 さ R a を変化させた。研磨時間

以外は、実施例 1 と同 じ条件を用いた。算術平均粗 さ R a は、触針式粗 さ計



を側壁面の周上に滑らせながら計測することによって求めた。酸化セリゥ厶

の平均粒子径は0 . 5 ~ 5 m とした。そして、作製 したガラス基板を磁気

ディスクとした後 D F H タツチダウン試験を行い評価 した。下記表 2 に、破

壊靱性値 K l c と、 D F H タツチダウン試験の評価結果を示す。表 2 では、 レ

ベル 2 を△ 、 レベル 3 を〇、 レベル 4 を〇〇で表す。

[0065] [表2]

[0066] 上記表 2 より、算術平均粗さR a は、 1 从m以下であることが好ましく、

より好ましくは、実施例 7 のように算術平均粗さR a は 0 . 5 m以下であ

ることが好ましい。

[0067] (実施例 0 )

次に、第 1研磨に用いる研磨装置 1 0 のキャリア 1 5 の保持孔の大きさを

変えることにより、ガラスプランク 1 2 と保持孔との間の最大隙間を変化さ

せて、各最大隙間でのガラス基板を作製 した。保持孔の大きさ以外は、実施

例 1 と同 じ条件を用いた。このガラス基板についてD F H タツチダウン試験

を行い、上述の実施例と同様に評価 した。

下記表 3 より、ガラスプランク 1 2 とキャリア 1 5 の保持孔の間の最大隙

間は、 2 . 1 m m以下であることが好ましく、 1 . O m m以下であることが

より好ましいことがわかる。上述 したように、最大隙間の下限は例えば0 .

1 m mである。表 3 では、 レベル 2 を△ 、 レベル 3 を〇、 レベル 4 を〇〇で

表す。

[0068]



[表3]

[0069] 以上、本発明の磁気ディスク用ガラス基板の製造方法について詳細に説明

したが、本発明は上記実施形態に限定されず、本発明の主旨を逸脱 しない範

囲において、種々の改良や変更をしてもよいのはもちろんである。

符号の説明
[0070] 磁気ディスク

2 カラス 板

3 A , 3 B 層

4 A , 4 B 磁気へッド

5 外周エッジ部

1 0 研磨装置

1 1 研磨パッド

1 2 ガラス素板

1 3 上定盤

1 3 a , a 保持板

1 4 下定盤

1 5 キヤリァ

1 6 太陽ギア

1 7 ィンタ一ナルギア

2 2 送液管

2 3 排液管

2 4 送 夂溝

2 5 排液受け

2 6 送液ポンプ



2 7 ス ラ リー タ ン ク

2 8 ， 2 9 フ ィル タ

A 研磨装置本体部

B ス ラ リー循環装置



請求の範囲

磁気デ ィスク用ガラス基板の製造方法であ って、

ガラス素板 をキャ リアに保持 し、 モース硬度 （旧モース硬度）で 8

以上の砥粒 を遊離砥粒 と して用いて研磨装置で前記 ガラス素板の主表

面の研磨 を行 う工程 と、

前記主表面の研磨 を行 う前 に、前記 ガラス素板であ って、前記キヤ

リアと接触する外周端部 に位置する側壁面 に前記遊離砥粒が固着する

ことを防止する固着防止層 を備 えたガラス素板 を準備する工程 と、 を

含む ことを特徴 とする磁気デ ィスク用ガラス基板の製造方法。

磁気デ ィスク用ガラス基板の製造方法であ って、

少な くとも、 ガラス素板の外周端部 に位置する側壁面 に対 して化学

強化 を行 う工程 と、

前記化学強化 を行 った前記 ガラス素板 をキヤ リァに保持 し、 ジル コ

二ァ砥粒 を遊離砥粒 と して用いて研磨装置で前記 ガラス素板の主表面

の研磨 を行 う工程 と、 を含む ことを特徴 とする磁気デ ィスク用ガラス

基板の製造方法。

前記 ガラス素板 は、デ ィスク形状であ り、

前記研磨 を行 うとき、前記 ガラス素板 を前記キヤ リァの保持孔で保

持 した状態で、前記 ガラス素板の一対の主表面 を研磨パ ッ ドで挟み、

前記 ガラス素板 と前記研磨 / 《ッ ドとの間に前記ジル コ二ァ砥粒 を含む

研磨液 を供給 して、前記研磨パ ッ ドと前記 ガラス素板 を相対的に移動

させることによ り、前記 ガラス素板の前記主表面 を研磨 し、

前記化学強化 によ り、前記 ガラス素板の前記側壁面 に圧縮応力層 を

形成する、請求項 2 に記載の磁気デ イスク用ガラス基板の製造方法。

前記化学強化後の前記 ガラス素板の破壊靱性値 K ，cが、 ピッカー

ス硬度計 による計測で 0 . 7 [ M P a m i 2] 以上 となるように化学

強化の処理条件が調整 される、請求項 2 または 3 に記載の磁気デ ィス

ク用ガラス基板の製造方法。



[ 請求項 5 ] 前記 ガラス素板の主表面の研磨 を行 う前の前記 ガラス素板の前記側

壁面の算術平均粗 さ R a は 1 m以下である、請求項 2 ~ 4 のいずれ

か 1 項 に記載の磁気デ ィスク用ガラス基板の製造方法。

[ 請求項 6] 前記 ガラス素板の主表面の研磨 を行 う前の前記 ガラス素板の前記側

壁面 に端面研磨が行われることで、前記側壁面の算術平均粗 さ R a を

1 m以下 とする、請求項 5 に記載の磁気デ ィスク用ガラス基板の製

力法。

[ 請求項7] 前記 ジル コニァ砥粒の平均粒子径 は、 0 . 1 ~ 2 m である、請求

項 2 ~ 6 のいずれか 1 項 に記載の磁気デ イスク用ガラス基板の製造方

法。

[ 請求項8] 前記 キヤ リァの前記 ガラス素板 を保持する保持孔 と前記 ガラス素板

との間には、 2 . 1 m m以下の最大隙間を有する、請求項 1 ~ 7 のい

ずれか 1 項 に記載の磁気デ ィスク用ガラス基板の製造方法。

[ 請求項 9] 前記化学強化は、前記 ガラス素板の前記側壁面および一対の主表面

を含む全面 に対 して強化 を行 うものであ り、

さ らに、前記 ガラス素板 を化学強化する工程後、前記 ガラス素板の

主表面の研磨 を行 う工程前 に、前記化学強化 によ り前記 ガラス素板の

前記主表面 に形成 された圧縮層の研削を行 う工程 を有する、請求項 2

~ 8 のいずれか 1 項 に記載の磁気デ ィスク用ガラス基板の製造方法。

[ 請求項 10 ] 前記キヤ リァにおける前記 ガラス素板 と接触する部分の算術平均粗

さ R a が 5 m以下である、請求項 1 ~ 9 のいずれか 1 項 に記載の磁

気デ ィスク用ガラス基板の製造方法。
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国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 4 2 4 4

第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができない ときの意見 （第 1 ページの 2 の続き）

法第 8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定によ り、 こ の 国際調査報告 は次の理 由に よ り請求の範 囲の一部 について作
成 しなかった。

1 . 請求項 は、この国際調査機 関が調査 をす ることを要 しない対象 に係 るものである。
つま り、

2 . 請求項 は、有意義な国際調査 をす ることができる程度まで所定の要件 を満
ない国際出願 の部分に係 るものである。つま り、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載 されていない。

第 欄 発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 1 ページの 3 の続 き）

次に述べ るよ うにこの国際出願 に二以上の発明があるとこの国際調査機 関は認 めた。
請求項 1 に係 る発 明は 「ガ ラス素板 をキャ リアに保持 し、モース硬度 （旧モース硬度）で 8 以上 の

砥粒 を遊離砥粒 として用 いて研磨装置 で前記ガ ラス素板 の主表面の研磨 を行 う工程 と、前記主表面 の
研磨 を行 う前 に、前記ガ ラス素板 であって、前記 キャ リア と接触す る外周端部 に位 置す る側壁面 に前
記遊離砥粒 が固着す ることを防止す る固着防止層 を備 えたガ ラス素板 を準備す る工程 と、を含む こと」
に関す るものであ り、請求項 2 お よび請求項 2 に従属す る請求項 に係 る発 明は 「ガ ラス素板 の外周端
部 に位置す る側壁面 に対 して化学強化 を行 う工程 と、前記化学強化 を行 った前記ガ ラ ス素板 をキ ヤ リ
ァに保持 し、ジル コユア砥粒 を遊離砥粒 として用いて研磨装置で前記 ガ ラス素板 の主表面の研磨 を行
う工程 と、 を含む こと」 に関す るものである。 これ らの発 明は、一又 は二以上の同一又 は対応す る特
別 な技術 的特徴 を含む技術的な関係 にないか ら、単一 の一般的発 明概念 を形成す るよ うに連 関
るもの とは認 め られ ない。

. 出願人が必要な追加調査手数 期間内に納付 したの で 、 この 国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . 追加調査手数料 を要求す るまでもなく、 調査可能な請求項について調査す ることができたので、追加調
查手数料の納付 を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料 を一部のみ しか期間内に納付 しなかったの で 、 この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料 を期間内に納付 しなかったの で 、 この 国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されてい る発明に係 る次の請求項について作成 した。

請求項 1

追加調査手数料の異議の申立てに関す る注意
□ 追加調査手数料及び、該当す る場合には、異議 申立手数料の納付 と共に、出願人か ら異議 申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人か ら異議 申立てがあつたが、異議 申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。

追加調査手数料の納付はあったが、異議 申立てはなかった。

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 1 ページの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）
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